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○ パートタイム労働者は増加傾向にあり、2019年には1,849万人。有期雇用労働者数は1,416万人。

○ 非農林業雇用者総数（5,799万人)に占める割合は、それぞれ31.9％、24.4％となる。

（資料出所） 総務省統計局「労働力調査」（基本集計）

【パートタイム・有期雇用労働者の労働者数及び割合の推移－非農林業－】

注（１） 「雇用者総数」は非農林業雇用者（休業者を除く。）の数値を用いている。
（２） 「パート」は、非農林業雇用者（休業者を除く。）のうち、週就業時間35時間未満の者をいう。
（３） 「有期」は非農林業雇用者（休業者を除く。）のうち、「有期の契約」「臨時雇」「日雇」の３者を合計した数値（2018年は「有期の契約」のみ）。

2012年以前は「有期の契約」を調査していないため不算出。
（４） 2011年（平成23年）分は東日本大震災の影響により，岩手県，宮城県及び福島県において，調査の実施が困難。当該３県を除いた数値。
（５） 2009年から2016年までの数値については、時系列接続用数値を用いている。そのため、各年の報告書の数値及び統計表やe-Stat上のデータベースの数値とは異なる。

ただし、2009年（平成21年）及び2010年（平成22年）の数値並びに「有期」は各年の統計表の数値を用いている。

１．パートタイム・有期雇用労働者の数
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２．パートタイム・有期雇用労働者の属性 （年齢階級別）

有期雇用労働者

資料出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」(2019年平均）
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３．パートタイム・有期雇用労働者の属性 （世帯の状況別）

３

資料出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」(2019年平均）
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パートタイム・有期雇用労働者を雇用する理由別企業割合（複数回答）
（パートタイム、有期雇用の労働者を雇用している企業＝100）

資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

※数値はウェートバック集計したもの（以降の「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査について同様） ４

４．パートタイム・有期雇用労働者を雇用する理由
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※「パート」の数値は、「パートタイム」（１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）を雇用する企業の回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、「有期雇用」（雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）を雇用する企業の回答を集計したもの。



※「パート」の数値は、１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。
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資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成
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資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労
働者）についての回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」（雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）につい
ての回答を集計したもの。
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資料出所：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

無期雇用の一般労働者との賃金格差について、有期雇用の一般労働者が最も格差が少なく、各雇用
形態すべてにおいて格差は縮小する傾向が続いている。

７

７．一般労働者とパートタイム・有期雇用労働者の賃金格差

一般労働者（無期雇用）を100とした場合の、各雇用形態
ごとの賃金割合（１時間あたり所定内給与額）

※「一般労働者」の数値については、「所定内給与額」を「所定内実労働時間数」で除したもの。



資料出所：賃金構造基本統計調査（平成３０年）（厚生労働省）

８．パートタイム・有期雇用労働者の１時間当たり所定内給与額（年齢階級別）
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９．賃金決定の際に考慮した内容
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資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

（％）
パートタイム・有期雇用の基本的な賃金の決定にあたり考慮した算定要素（複数回答）

（パートタイム、有期雇用の労働者を雇用している企業＝100）

※「正社員」の数値は、「パートタイム」又は「有期雇用」の労働者を雇用する企業のうち、「正社員・正職員」についての回答を集計したもの。

※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）についての回答を
集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を集計したもの。



※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）につ
いての回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を
集計したもの。 １０

１０．パートタイム・有期雇用労働者の賃金の算定方法

26.2%

32.6%

21.7%

26.5%

25.3%

25.8%

26.7%

15.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パート

有期

正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の基本的な賃金の算定方法別企業割合
（正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者がいる企業＝100）

37.5%

51.3%

21.9%

14.9%

14.2%

17.1%

26.5%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パート

有期

正社員・正職員と同様の算定方法（制度・基準）に基づいている
正社員・正職員の算定方法（制度・基準）とは異なるが、算定要素を合わせている
正社員・正職員とは、算定方法（制度・基準）も算定要素も異なる
無回答

資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

正社員と職務及び人材活用の仕組みが同じパートタイム・有期雇用労働者の基本的な賃金の算定方法別企業割合
（正社員と職務及び人材活用の仕組みが同じパートタイム・有期雇用労働者がいる企業＝100）



※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）につ
いての回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を
集計したもの。

正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用を正社員と比較した場合の基本的な賃金水準別企業割合
（正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者がいる企業＝100）

正社員と職務及び人材活用の仕組みが同じパートタイム・有期雇用を正社員と比較した場合の
基本的な賃金水準別企業割合

（正社員と職務及び人材活用の仕組みが同じパートタイム・有期雇用労働者がいる企業＝100）

１１

１１．パートタイム・有期雇用労働者の正社員との賃金額の差

資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成
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2.9%

3.6%

42.9%

49.6%

15.9%

14.4%

11.2%

9.1%

0.9%

2.8%

0.0%

0.0%

26.2%

20.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パート

有期

正社員・正職員より高い 正社員・正職員と同じ 正社員・正職員の８割以上
正社員・正職員の６割以上８割未満 正社員・正職員の４割以上６割未満 正社員・正職員の４割未満
無回答



１２

１２．手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況

通勤手当の支給の有無
（パートタイム、有期雇用を雇用している企業＝100）

資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

役職手当の支給の有無
（パートタイム、有期雇用を雇用している企業＝100）
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職
員
と
同
一
で
は
な
い

正
社
員
・正
職
員
と
同
じ
役
職
に
登
用

さ
れ
て
も
、
役
職
手
当
は
支
払
っ
て
い

な
い

正
社
員
・正
職
員
と
同
じ
役
職
に
登
用

さ
れ
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こ
と
は
な
い

無
回
答

パート 有期

83.9%

3.4%

12.6%

79.1%

14.8%
6.1%

84.1%

9.4% 6.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

支
給
対
象
に
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っ
て
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で
は
な
い

無
回
答

正社員 パート 有期

※「正社員」の数値は、「パートタイム」又は「有期雇用」の労働者を雇用する企業のうち、「正社員・正職員」についての回答を集計したもの。

※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）についての回答を
集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を集計したもの。



１３

１２．手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況
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労働者に支給・適用している制度や待遇の雇用形態別企業割合（複数回答）
（パートタイム、有期雇用を雇用している企業＝100）

（％）
資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

※「正社員」の数値は、「パートタイム」又は「有期雇用」の労働者を雇用する企業のうち、「正社員・正職員」についての回答を集計したもの。

※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）についての回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を集計したもの。



１４

１３．パートタイム・有期雇用労働者への教育訓練の実施状況

教育訓練の実施状況別企業割合（複数回答）
（パートタイム、有期雇用を雇用している企業＝100）
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）
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他

正社員 パート 有期

資料出所：「パートタイム」や「有期雇用」の労働者の活用状況等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

（％）

※「正社員」の数値は、「パートタイム」又は「有期雇用」の労働者を雇用する企業のうち、「正社員・正職員」についての回答を集計したもの。

※「パート」の数値は、「有期雇用でパートタイム」又は「無期雇用でパートタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「パートタイム」 （１週間の所定労働時間が正社員より短い、直接雇用されている労働者）についての回答を
集計したもの。

※「有期」の数値は、 「有期雇用でパートタイム」又は「有期雇用でフルタイム」の労働者を雇用する企業のうち、「有期雇用」 （雇用期間を定めた労働契約により、直接雇用されている労働者）についての回答を集計したもの。



パートタイム労働者が現在の所定労働時間を選択した理由（複数回答）

１５

１４．パートタイム労働者が現在の働き方を選択した理由

資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

（％）
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無
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答

※１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。



有期雇用労働者が「期間の定めがある契約（有期雇用）」で働くことを選択した理由（複数回答）
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（％）

１５．有期雇用労働者が現在の働き方を選択した理由

資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

※現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。



今後の働き方についての希望（雇用形態別）

１７

１６．パートタイム・有期雇用労働者の今後の働き方の希望

資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

現在の契約のま
ま働きたい, 

80.8%

正社員で働き
たい, 13.3%

働くのをやめ
たい, 1.7%

その他, 1.4% 無回答, 2.8%

「現在の勤務先」で働
きたい者が77.2％、
「別の勤務先」で働きた
い者が3.6％

現在の契約の
まま働きたい, 

70.2%

正社員で働き
たい, 22.4%

働くのをやめ
たい, 2.3% その他, 1.9% 無回答, 3.2%

「現在の勤務先」で働
きたい者が66.3％、
「別の勤務先」で働きた
い者が3.8％

【パートタイム労働者】 【有期雇用労働者】

※「パートタイム労働者」の数値は、１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。

※「有期雇用労働者」の数値は、現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。



１８

１６．パートタイム・有期雇用労働者の今後の働き方の希望

資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成

【パートタイム労働者】 【有期雇用労働者】
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無回答
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※「パートタイム労働者」の数値は、１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。

※「有期雇用労働者」の数値は、現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。



正社員として働く際に働き方の限定ができるとしたら希望したい制度（複数回答）
（正社員で働きたいと回答したパートタイム・有期雇用労働者＝100）

１９

１７．パートタイム・有期雇用労働者が正社員になった場合に希望したい制度

資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局作成
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※「パート」の数値は、１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。



※「パート」の数値は、１週間当たりの所定労働時間が「正社員より短い」と回答した者の回答を集計したもの。

※「有期」の数値は、現在の雇用契約に「期間の定めがある（有期契約）」と回答した者の回答を集計したもの。

※「満足している」の数値は、「満足している」又は「どちらかというと満足している」と回答した労働者を集計したもの。「不満」の数値は、 「不満である」又は「どちらかというと不満である」と回答した労働者を集計したもの。

53.6 
47.3 

30.1 

40.1 

22.1 
28.0 

13.3 

30.3 

17.0 
11.7 

15.2 13.3 
8.4 6.1 3.5 3.5 

7.7 7.5 7.7 

0.2 

59.1 

46.0 

30.4 

49.8 

20.6 
26.6 

13.9 

33.1 

23.4 
17.7 16.7 12.7 

6.7 9.1 

1.8 
7.3 6.0 3.8 

6.9 
0.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

仕
事
や
働
き
ぶ
り
に
、
賃
金
や

労
働
条
件
が
見
合
わ
な
い

仕
事
の
変
化
や
勤
続
年
数
等
が

賃
金
に
反
映
さ
れ
な
い

人
事
評
価
が
無
い
、
あ
っ
て
も

公
正
に
評
価
さ
れ
な
い

正
社
員
に
比
べ
て
、
賃
金
や

労
働
条
件
が
低
い

有
給
休
暇
が
取
れ
な
い
、
取
り
に
く
い

職
場
の
人
間
関
係
や
雰
囲
気
が
悪
い

パ
ワ
ハ
ラ
、
セ
ク
ハ
ラ
、
い
じ
め
・

嫌
が
ら
せ
が
あ
る

働
か
な
い
人
が
い
る

い
つ
解
雇
・雇
止
め
さ
れ
る
か

分
か
ら
な
い

正
社
員
や
無
期
雇
用
に
な
れ
な
い

仕
事
が
き
つ
い
、
就
労
環
境
が
悪
い

教
育
訓
練
の
機
会
が
無
い
、
少
な
い

所
定
の
労
働
時
間
や
労
働
日
数
が

希
望
に
合
わ
な
い

残
業
が
多
い
、
長
い

辞
め
ら
れ
な
い

契
約
の
更
新
回
数
や
勤
続
年
数

に
上
限
が
あ
る

交
通
費
が
支
払
わ
れ
な
い

社
会
保
険
に
入
れ
な
い

そ
の
他

無
回
答

パート 有期

(%)

現在の会社や仕事に対する不満

２０

１８．パートタイム・有期雇用労働者の現在の会社や仕事に対する不満
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資料出所：働き方等に関する調査（令和元年）（労働政策研究・研修機構）の結果をもとに雇用環境・均等局
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